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JSG ニュースレター 

<Tax> 

台湾国内温室効果ガス排出枠の取引に関する 

営業税課税規定 

 

 

クライアント各位 

拝啓 時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。 

 

財政部は 2024 年 8 月 21 日付で、企業が台湾国内の温室効果ガス排出枠（以

下、排出枠）を移転する際には、法に基づき 5％の営業税を課さなければならない、

としました（詳細はプレスリリースをご参照ください）。企業が取得する排出枠は、気候

変動対処法（中国語：氣候變遷因應法）第 25 条及び第 26 条の規定に基づき、

温室効果ガスの増加分、温室効果ガス排出量、または温室効果ガスの排出限度超

過分などの相殺・控除のために使用でき、税法上、財産価値を有する「権利」にあたる

ためです。当該課税規定に係る説明は、以下のとおりです。 

1. 売手側：「温室効果ガス排出枠取引競売および移転管理弁法」（中国語：

溫室氣體減量額度交易拍賣及移轉管理辦法）（以下、「温室効果ガス管

理法」）の規定に基づき、台湾炭素排出権取引所（中国語：臺灣碳權交

易所股份有限公司）（以下、「排出権取引所」）が開設した売買プラットフ

ォーム上で、有償または無償で排出枠を移転する場合、排出枠は権利の性質

を有することから、売手（即ち排出枠を供給する企業）は、「付加価値型およ

び非付加価値型営業税法」（以下、「営業税法」）第 1 条、第 3 条第二項

および第四項の規定により、台湾国内におけるサービスの提供に該当するため、

法に基づき統一発票を発行し、営業税を納付しなければなりません。 
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2. 買手の手数料：環境部は、排出権取引所に売買プラットフォームの開設を委

託し、企業の排出枠の取引または競売の用に供します。また、排出権取引所

は、環境部に代わり、排出枠の買手から手数料を徴収し、温室効果ガス管理

基金に充当します。温室効果ガス管理法第 11 条の規定に基づき、買手から徴

収する当該手数料は、環境部が特別公課として認定するもので、営業税の課

税範囲には含まれません。 

勤業衆信の見解 

 温室効果ガス削減に係るインセンティブをより多くの対象に広げるため、環境部は気

候変動対処法第 25 条に基づき、2024 年 7 月 1 日付で温室効果ガス管理法を公

布し、同年 8 月 15 日付で施行しました。財政部と環境部は、排出権取引の形態を

明確にし、営業税の課税方法を踏まえて、排出権取引は財産価値である権利であ

り、営業税法により役務の提供と見なされるため、売手は統一発票を発行し、営業税

を納付する必要があることを明文化しました。ただし、排出権取引所が買手から徴収す

る手数料は、環境部の温室効果ガス管理基金に充当されるため、特別公課として営

業税は免除されます。 

 

このほか、財政部は 2023 年 12 月 4 日付で公表した台財税字第 11204681100

号解釈令において、外国営利事業が台湾の排出権取引所を通して外国の排出枠を

販売する場合の所得税の課税規定を定めています。当該解釈令により財政部は、外

国営利事業が排出権取引所を通して販売する国外の排出権取引による所得を台湾

源泉所得とし、営利事業所得税を課税することを明確にしています。当該所得税につ

いては、法により、実額で所得を計算し、または取引収入について利益率 10%として所

得を計算し、規定に従って確定申告または源泉徴収を行うことになります。 
 

 
 

 

 

 

過去のニュースレターはこちら 
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日商組新聞稿 

<Tax> 

國內溫室氣體減量額度交易營業稅課稅規定 

 

 

 

財政部於113年8月21日表示，事業取得國內溫室氣體減量額度（下

稱減量額度），可依氣候變遷因應法第25條炭素取引所及第26條規定，

用以溫室氣體增量抵換、自溫室氣體排放量中扣除或用於抵銷溫室氣體超

額量，為稅法所稱具有財產價值之「權利」，故營業人移轉減量額度，應

依法課徵5%營業稅（詳見新聞稿），課稅規定說明如下： 

1. 賣方事業：依「溫室氣體減量額度交易拍賣及移轉管理辦法」（下稱

溫管辦法）規定，於臺灣碳權交易所股份有限公司（下稱碳交所）設

置交易平台上有償或無償移轉減量額度，基於減量額度具權利性質，

賣方事業（即供給減量額度之事業）依「加值型及非加值型營業稅

法」（下稱營業稅法）第1條、第3條第2項及第4項規定，屬在我國境

內銷售勞務，應依法開立統一發票報繳營業稅。 

2. 買方手續費：環境部委託碳交所設置交易平台，供事業進行減量額度

之交易或拍賣，並由碳交所代環境部向減量額度買方事業收取手續費

後，撥入溫室氣體管理基金。依溫管辦法第11條規定向買方事業收取

之手續費，經環境部認屬特別公課，非屬營業稅課稅範圍。 
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勤業眾信觀點 

為使溫室氣體減量誘因擴及更多對象，環境部依據氣候變遷因應法第25

條規定，於113年7月1日公布溫管辦法，並於113年8月15日施行。財政

部與環境部釐清碳權交易型態並且確認營業稅的課徵方式，明定碳權交

易屬於財產價值的權利，依據營業稅法規定視為銷售勞務，賣方需開立

統一發票並繳納營業稅。然而，碳交所向買方收取的手續費，因匯入環

境部的溫室氣體管理基金，屬特別公課，免徵營業稅。 

 

此外，財政部已於112年12月4日台財稅字第11204681100號令，訂定外

國營利事業透過我國碳交所出售國外減量額度利益課徵所得稅規定，財

政部明確核釋外國營利事業透過碳交所出售國外碳權之交易所得為我國

來源所得，應課徵營利事業所得稅，依法得核實或以交易收入按淨利率

10%計算所得，按規定辦理結算申報或扣繳。 
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